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研究成果の概要（和文）：所得格差や社会階層の違いが、子供の健康状態やその後の健康や主観的厚生に無視できない
影響を及ぼすことが統計的に確認できた。しかも、その影響はかなり直接的であり、社会経済的要因等によって媒介さ
れる度合いは限定的だという重要な知見も得られた。さらに、地域の所得格差や貧困は健康や健康感だけでなく、幸福
感など、より一般的な主観的厚生とも負の相関があることが示された。以上の知見は、所得格差の拡大や貧困の深刻化
が健康や主観的厚生にもたらす影響の深刻さと政策対応の重要性を示唆するものである。

研究成果の概要（英文）：We found that income and social inequalities have significant impacts on health an
d subjective well-being (such as perceived happiness and life satisfaction) in childhood and later life. W
e also observed that these impacts are relatively direct and not fully mediated by socioeconomic factors. 
Moreover, we showed that area-level income inequality and poverty have negative associations with individu
al-level subjective well-being as well as health and self-rated health, on which preceding studies have fo
cused. These findings underscore that income inequality and poverty have serious impacts on health and sub
jective well-being and that policy measures are needed to tackle them.
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１．研究開始当初の背景 
(1)長期不況、非正規雇用比率の拡大、高齢
化の進展等を背景として、所得格差の拡大、
貧困の深刻化が重要な社会経済問題と認識
され、そのメカニズムの解明が政策運営にお
いて重要な課題となっていた。 
 
(2)さらに近年では、所得格差の拡大、貧困
の深刻化が、人々の健康や主観的健康感に無
視できない影響を及ぼすことを示す実証分
析が蓄積されていた。しかし、所得格差・貧
困と健康・主観的厚生との関係については、
特定の研究分野による研究では解明できな
いことも次第に認識されるようになり、学際
的な取り組みが要請されていた。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究は、新学術領域研究「現代社会の
階層化の機構理解と格差の制御：社会科学と
健康科学の融合」を実施する研究班の一つと
して、所得格差の拡大傾向や貧困リスクの高
まりの動学的なメカニズムを解明すること
を主要な目的とした。 
 
(2)さらに、所得格差や貧困が子育てや介護、
子どもの健康、就業行動、主観的な幸福度や
健康意識に及ぼす影響を、新学術領域研究で
実施する新たな多目的共用パネル調査やそ
の他調査の利用、ほかの研究班との連携、学
際的な取り組みを通じて検討することを目
指した。 
 
３．研究の方法 
(1)本研究では、「まちと家族の健康調査」
（J-SHINE）と「職域コホート調査」（J-HOPE）
という２つの多目的共用パネル調査をベー
スにして、社会経済的要因やその他要因と健
康や主観的厚生の関係を、ミクロ計量分析の
手法に基づいて分析した。その場合、通常の
クロスセクション分析だけでなく、多重レベ
ル分析やパネル分析も用いた。 
 
(2) 上記の 2 つの調査だけでなく、「国民生
活基礎調査」「21 世紀出生児縦断調査」など
政府が実施公表している社会調査、あるいは
「日本版総合的社会調査」など定評のある大
規模調査の個票データを用いた分析も同時
並行して進めた。さらに、格差拡大や貧困生
成のメカニズムや、社会階層と健康を結びつ
ける経路に関する理論的研究を行った。 
 
(3) 以上の分析結果は、できるだけ内外の査
読雑誌に投稿し、第三者の研究者による批判
的評価を受けるとともに、公開シンポジウム
の開催、一般書の刊行などを通じて広く社会
に発信した。 
 
４．研究成果 
(1)「全国消費実態調査」「出生動向基本調査」

に基づき、子供の出生時点における人的資源（親
の学歴等）や経済的資源（所得や資産）がどの
ように変化してきたかを分析し、所得・資産・
親の学歴のいずれの面でも格差が拡大している
ことを明らかにした。 
 
(2)「日本版総合的社会調査」に基づき、子供時
代の所得環境がその後の人生にどのような影響
を及ぼすかを分析し、所得が低い家庭に育った
子供は、学歴が低く、成人後に貧困リスクに直
面しやすいだけでなく、幸福度や健康感も低下
することを、社会疫学におけるライフ・コース・
アプローチ的な手法で解明した（図 1）。 
 

図 1：「子供の貧困」の累積的影響：ライフ・コ

ース・アプローチ的分析の概念図 

 
（出所）Oshio, Sano, and Kobayshi (2010) 

 
(3)「日本版総合的社会調査」「国民生活基礎調
査」に基づき、所得格差と主観的厚生との関係
を分析し、非正規労働者など社会的に不利な層
ほど地域格差に敏感なことを示した。 
 
(4)「21 世紀出生児縦断調査」「国民生活基礎調
査」に基づき、子供が貧困だった時期の違いが
健康状態に及ぼす影響を分析し、過去の貧困経
験年数が多いほど、肥満児となる確率が高くな
ることを明らかにした。 
 
(5)「日本版総合的社会調査」等に基づき、主観
的厚生の決定要因を日中韓で国際比較した。幸
福感は、絶対的な所得だけでなく、準拠集団の
平均所得との比較にも影響を受けるが、日韓で
は世帯所得、中国では本人所得からの影響が大
きいことを明らかにした。 
 
(6) 首都圏近郊 A市における実例に基づき、被
保護母子世帯の抱える問題を分析した。子供の
就労による増収が保護費の削減や保護停止につ
ながるため、就労インセンティブが阻害された
り、親子の別居が促進されたりしていることな
どが明らかとなった. 
 
(7) 「まちと家族の健康調査」の個票データに
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基づき、家族や地域との結びつきの程度と公
的医療保険制度に対する理解との関連性を
解明した。 
 
(8)「地域の生活環境と幸福感に関するアン
ケート」に基づき、自らの所得と準拠集団内
の平均所得との差が幸福感・健康感・他人へ
の信頼感とどう関係しているかを解明した。 
 
(9)「まちと家族の健康調査」の個票データ
に基づき、子供期の貧困・虐待経験が成人期
の健康・健康行動・主観的厚生に及ぼす影響
を明らかにした。 
 
(10)近年の生活保護率の上昇について、長期
時系列データによる要因分解を試みた。1996
年 3月以降の生活保護率は、それ以前の情報
では説明できないほど上方に乖離しており、
その乖離は一時的要因よりも恒常的要因で
説明される割合が大きいことが分かった。 
 
(11)「まちと家族の健康調査」を用いて、子
供時代に親から受けた虐待やネグレクト、学
校でのいじめ経験が、成年期の幸福度や主観
的健康感に及ぼす影響を確認した。さらに、
その影響が社会経済要因や社会的サポート
によって媒介される度合いは限定的である
ことが明らかになった。 
 
(12)「地域の生活環境と幸福感に関するアン
ケート」に基づき、治安の悪さなど地域に対
する主観的な評価と主観的健康感との相関
関係を分析した。両者の相関関係は、パーソ
ナリティやSOCを統御してもある程度存在す
ることをマルチレベル分析で確認した。 
 
(13)「地域の生活環境と幸福感に関するアン
ケート」に基づき、仕事に対するケイパビリ
ティと仕事満足度との間にどのような関係
があるかを検証した。ケイパビリティの水準
と仕事満足度には密接な正の相関関係があ
ることを示唆する結果を得た。 
 
(14)パートタイム就労がワーク・ライフ・コ
ンフリクトを軽減し主観的満足感を向上さ
せるかどうかについて、アジア諸国のデータ
を用いた分析を行い、欧米の研究成果と比較
した。 
 
(15)「職域コホート調査」に基づき、仕事上
のストレス要因（ストレッサー）が労働者の
メンタルヘルスに及ぼす影響を、「職場の社
会資本」がどのように媒介あるいは緩衝して
いるかを明らかにした。 
 
(16)「まちと家族の健康調査」に基づき、子
供時代に親から受けた虐待やネグレクト、学
校でのいじめ経験が、成年期の精神健康に及
ぼす影響が学歴や所得、就業上の地位などの

社会経済要因や社会的サポートによって媒介さ
れる度合いが限定的であることを示した（図 2）。 
 
図２ 子供時代に虐待を受けた経験の精神健康
への影響（％） 

 

（出所）Oshio, Umeda, and Kawakami (2013) 
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